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ダリア

国 税/9月分源泉所得税の納付    10月 13日

国 税/特別農業所得者への予定納税基準額等の通知
10月 15日

国 税/8月決算法人の確定申告
(法人税・消費税等)11月 2日

国 税/2月 決算法人の中間申告    11月 2日

国 税/11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間
申告 (年 3回の場合)     11月 2日

地方税/個人住民税第3期分の納付

市区町村の条例で定める日

労 務/労働者死傷病報告 (7月～9月分)11月 2日

労 務/労災の年金受給者の定期報告
(7月～ 12月生まれ)11月 2日

労 務/労働保険料第2期分の納付   11月 2日

(労働保険事務組合委託の場合は11月 16日 )
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近 藤  猛
〒791-8036
松 山市高 岡町 127番地 8
TEL 089-973-7577
FAX 089-973-7559

税 理 士

10月 の 税 務 と 労 務

●                    ●
ピール系飲料の酒税は、酒類間の税負担の

公平性を回復することなどを目的に段階的に

見直されてきましたが、今年10月から最終段

階として税率が一律 54.25円 (350ml缶換算)とこ

一本化されます。ピールは約 9円の減税とな

る一方、発泡酒 (麦芽比率25%未満)と新ジヤ

.ン ルは約7田の増税となります。 Q

免税事業者から行つた

課税仕入れ

事業者が納付する消費税の税額計算は、

「受け取った消費税額」から「仕入れや経費

等で支払った消費税額」を差し引く「仕入

税額控除」を行います。

消費税の税率は10°/。 と80/。 の複数税率

なので、売り手と買い手の間で消費税率と

税額の認識を一致させて納税額を正確に計

算するため、令和 5年 10月 1日 にインボ

イス制度が導入されました。買い手側が仕

入税額控除の適用を受けるためには、原則

として売り手からインボイスの交付を受け

て、そのインボイスを保存しておく必要が

あります。

免税事業者などのインボイス発行事業者

以外の者から行った課税仕入れについては、

一定の割合を控除できる経過措置がありま

す。この経過措置について、適用期限を2

年間延長したうえで、次の通り控除可能割

合が見直されました。

令和 8年 9月 30日 まで…80。/。 (従来通り)

令和10年 9月 30日 まで…70°/O

令和12年 9月 30日 まで…50°/O

令和13年 9月 30日 まで…30°/0

また、一のインボイス発行事業者以外の

者からの課税仕入れの額の合計額が、その

事業年度で 1億円 (改正前 :10億円)を超

える場合には、超えた部分の課税仕入れに

ついては、この経過措置の適用は認めない

ことになりました。この控除限度額の見直

しは、令和 8年 10月 1日 以後に開始する

課税期間から適用されます。

+2年

800/9

OO/O
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売上の計上基準
売上を計上する基準には複数の種類があ

り、業種やサービスによって異なるものが

採用されます。主な売上の計上基準には、

①出荷基準、②引渡基準、③検収基準、な

どがあります。

出荷基準は、商品を自社から出荷した時

点で売上を計上する考え方で、引渡基準は、

商品が相手に届いた時点で売上を計上する

考え方です。これらは製造業や卸売業など、

商品の販売を扱う会社で広く採用されてい

ます。

検収基準は、相手が商品の品質や数量な

どを確認し、受け入れを承認した時点で売

上を計上する考え方です。システム開発な

どを行う会社で採用されています。

売上の計上基準は、一度決めたら、取引

形態や契約条件の変更など正当な理由がな

い限切、恣意的に変更することは認められ

ません。

2年

改正後 70%

2年

500/o

1年

30%

改正前 500/O(3年 )

0%

所
得
税
の
還
付
申
告
と

更
正
の
請
求

確
定
申
告
書
の
提
出
義
務
が
な
い

人
で
も
、
給
与
等
か
ら
源
泉
徴
収
さ

れ
た
税
額
な
ど
が
年
間
の
所
得
金
額

に
つ
い
て
計
算
し
た
所
得
税
額
よ
り

も
多
い
と
き
は
、
「還
付
申
告
」
に
よ
っ

て
納
め
過
ぎ
た
所
得
税
の
還
付
を
受

け
ら
れ
ま
す
。
例
え
ば
、
年
の
途
中

で
退
職
し
て
い
て
年
末
調
整
を
受
け

て
い
な
い
場
合
や
、
医
療
費
控
除
な

ど
を
受
け
る
場
合
に
は
、
還
付
申
告

を
行

い
ま
す
。

一
方
、
確
定
申
告
の
期
限
後
に
、

申
告
書
に
記
載
し
た
税
額
等
に
誤
り

が
あ
っ
た
こ
と
を
発
見
し
た
場
合
な

ど
で
、
申
告
等
を
し
た
税
額
等
が
実

際
よ
り
多
か
っ
た
と
き
に
正
し
い
額

に
訂
正
す
る
こ
と
を
求
め
る
手
続
き

を

「更
正
の
請
求
」
と
い
い
ま
す
。

還
付
申
告
書
は
、
そ
の
年
の
翌
年

１
月
１
日
か
ら
５
年
間
提
出
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
が
、
更
正
の
請
求
が

で
き
る
期
間
は
、
原
則
と
し
て
法
定

申
告
期
限
か
ら
５
年
以
内
で
す
。
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減
価
償
却
資
産
と
は

●

中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て
は
、

満
の
減
価

償
却
資
産
に
つ
い
て
全
額
損

す
る
こ

と
が

で
き
る
特
趾
が
あ
り‐‐
ま
す

は
令
和
８
年

度
税
制
改
正
で
改
正
が

ヽ
行
わ
れ
北
づ
え

令
和
１１
年
３
月
３‐
日
ま
で
延
長
さ
れ
意
し

今
回
は
、
減
価
償
却
資
産
の
償
却
費
に
関

る
こ
と
が
で
き
る
他
の
制
度
と
併
せ
て
確
認
し

や
減
価
償
却
資
産

の
区
分
に
応
じ
、

定
額
法
や
定
率
法
な
ど

一
定

の
償
却

方
法
の
う
ち
そ
の
法
人
が
選
定
し
た

償
却
方
法
で
計
算
し
た
金
額
に
達
す

る
金
額
ま
で
に
な
り
ま
す
。

取
得
価
額
が
少
額
の
減
価
償
却
資

産
に

つ
い
て
は
、　
一
定

の
要
件

の
下

で

「
少
額
の
減
価
償
却
資
産

の
損
金

算
入
」
コ

括
償
却
資
産

の
損
金
算

入
」
「
中
小
企
業
者
等

の
少
額
減
価

償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入

の
特
例
」
と

い
っ
た
措
置
が
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
の
違

い
を
改
め

て
確
認
す
る
と
と
も
に
、
令
和
８
年

度
税
制
改
正
で
の
改
正
内
容
を
み
て

い
き
ま
す
。

側
　
少
額
の
減
価
償
却
資
産
の
損
金

算
入

（即
時
償
却
）

法
人
が
事
業

の
用
に
供
し
た
減
価

償
却
資
産

（リ
ー
ス
資
産
以
外
）
で
、

使
用
可
能
期
間
が
１
年
未
満
、
ま
た

は
取
得
価
額
が
１０
万
円
未
満

の
も
の

に

つ
い
て
は
、
「
少
額

の
減
価
償
却

資
産
の
損
金
算
入
」
を
適
用
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

そ
の
資
産
を
事
業

の
用
に
供
し
た

事
業
年
度

に
損
金
経
理
を
し
た
場

合
、
そ
の
損
金
経
理
を
し
た
金
額
は

損
金

の
額
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

□

　

一
括
償
却
資
産

の
損
金
算
入

（３
年
償
却
）

法
人
が
、
減
価
償
却
資
産
で
取
得

価
額
が
２０
万
円
未
満
の
も
の
を
取
得

し
事
業

の
用
に
供
し
た
場
合
に
は
、

「
一
括
償
却
資
産

の
損
金
算
入
」
を

適
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

そ
の
資
産

の
取
得
価
額
の
合
計
額

を
、
そ
の
事
業
年
度
以
後

の
各
事
業

年
度

の
費
用
の
額
ま
た
は
損
失

の
額

と
す
る
方
法
を
選
定
し
た
と
き
は
、

そ
の
資
産
に
つ
い
て
損
金

の
額
に
算

入
す
る
金
額
は
、
損
金
経
理
を
し
た

金
額
の
う
ち
、
取
得
価
額
の
合
計
額

を
３６
で
除
し
こ
れ
に
そ
の
事
業
年
度

の
月
数
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
に

達
す
る
ま
で
の
金
額
に
な
り
ま
す
。

側
　
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償

却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入

の
特
例

（合
計
３
０
０
万
円
ま
で

即
時
償
却
）

中
小
企
業
者
等
が
、
「
少
額
減
価

償
却
資
産
」
を
取
得
等
し
て
事
業
の

用
に
供
し
た
場
合
は
、
そ
の
取
得
価

額
相
当
額
を
損
金

の
額
に
算
入
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

少
額
減
価
償
却
資
・産
の
特
例

事
業
用
で
使
用
さ
れ
る
建
物
や
建

物
附
属
設
備
、
機
械
装
置
、
器
具
柿

品
、
車
両
通
搬
其
な
ど

の
資
産
は
、

一
般
的
に
は
時
の
経
辿
な
ど
に
よ
っ

て
そ
の
価
値
が
減

っ
て
い
き
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
資
遊
を

「
減
価
償
却

資
産
」
と

い
い
、
減
価
償
却
資
産
の

取
得
に
要
し
た
金
額
は
、
取
得
を
し

た
と
き
に
全
額
経
費
に
な
る
の
で
は

な
く
、
そ
の
資
産
の
使
用
可
能
期
間

の
今
期
間
に
わ
た
り
分
割
し
て
経
費

に
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
土
地
や
骨
と
う
品
な
ど
の

よ
う
に
、
時
の
経
過
に
よ
り
価
値
が

こ
の
制
度
に
つ
い
て
は
、
昨
今

の

物
価
高
な
ど
を
踏
ま
え
、
令
和
８
年

度
税
制
改
正
で
取
得
価
額
の
基
準
が

拡
充
さ
れ
た

一
方
、
従
業
員
数
の
基

準
は
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す

（令

和
８
年
４
月
１
日
以
後
の
取
得
等
か

ら
適
用
）
。

①
　
取
得
価
額
の
基
準
に
つ
い
て

こ
の
特
例
の
対
象
と
な
る
少
額

減
価
償
却
資
産
は
、
取
得
価
額
が

４０
万
円
未
満

（改
正
前

一
３０
万
円

未
満
）
の
減
価
償
却
資
産
で
す
。

た
だ
し
、
適
用
を
受
け
る
事
業

年
度
に
お
け
る
少
額
減
価
償
却
資

産

の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
３
０

０
万
円
を
超
え
る
と
き
は
、
そ
の

取
得
価
額
の
合
計
額

の
う
ち
３
０

０
万
円
に
達
す
る
ま
で
の
取
得
価

額

の
合
計
額
が
限
度

に
な
り
ま

す
。
な
お
、
事
業
年
度
が
１
年
に

満
た
な

い
場
合
は
、
３
０
０
万
円

を
１２
で
除
し
た
額
に
事
業
年
度
の

月
数
を
衆
じ
た
金
額
が
限
度
額
に

な
り
ま
す
。

②
　
従
業
員
数
の
基
準
に
つ
い
て

こ
の
特
例
の
対
象
と
な
る
法
人

は
、
中
小
企
業
者
な
ど
で
青
色
申

告
書
を
提
出
す
る
も

の
の
う
ち
、

常
時
使
用
す
る
従
業
員

の
数
が
、

一
定

の
法
人
を
除
き
４
０
０
人
以

減
少
し
な

い
資
産
は
、
減
価
償
却
資

産
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

減
価
償
却
資
産
の
償
却
費

損
金
と
さ
れ
る
金
額
は
、
法
人
が

償
却
費
と
し
て
損
金
経
理
し
た
金
須

の
う
ち
、
償
却
限
度
額
の
範
囲
内
の

金
額
と
な
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
各
事
業
年
度
終
了

の
と
き
に
所
有
し
て
い
る
減
価
償
却

資
産
に

つ
い
て
、
そ
の
償
却
費
と
し

て
そ
の
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の

計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
す
る
金
額

は
、
そ
の
法
人
が
そ
の
事
業
年
度
に

お

い
て
償
却
費
と
し
て
損
金
経
理
を

し
た
金
穎
の
う
ち
、
取
得
を
し
た
日

下

（改
正
前

中
５
０
０
人
以
下
）

の
法
人

（中
小
企
業
者
等
）
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

法
人
が
中
小
企
業
者
等
に
該
当

す
る
か
ど
う
か
の
判
定
は
、
原
則

と
し
て
少
額
減
価
償
却
資
産

の
取

得
な
ど
を
し
た
日
お
よ
び
少
額
減

価
償
却
資
産
を
事
業

の
用
に
供
し

た
日
の
現
況
に
よ
る
も
の
と
さ
れ

ま
す
。

③
　
注
意
点

注
意
点
と
し
て
、
こ
の
特
例
の

適
用
を
受
け
る
資
産
は
、
租
税
特

別
措
置
法
上
の
特
別
償
却
や
税
額

控
除
、
圧
縮
記
峡
と
重
複
適
用
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
取

得
価
額
が
１０
万
円
未
満
の
も
の
や

一
括
償
却
資
産
の
損
金
算
入
制
度

の
迫
川
を
受
け
る
も
の
に
つ
い
て

も
、
こ
の
特
例
の
適
用
は
あ
り
ま

せ
ん
。
一
方
、
有
形
減
価
償
却
資
産
だ

け
で
は
な
く
無
形
減
価
償
却
資
産

も
対
象

に
な
り
、
中
古
資
産

で

あ
っ
て
も
対
象
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
こ
の
特
例
の
適
用
を
受

け
る
た
め
に
は
、
事
業

の
用
に
供

し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
、
少
額

減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
に
相

当
す
る
金
額
を
損
金
経
理
す
る
と

と
も
に
、
確
定
申
告
書

に
お

い
て

取
得
価
額

に
関
す

る
明
細
書
を
添

付
し
て
中
告
す

る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

少
額

の
減
価
償
却
資
産
に
係
る
、

固
定
資
産
税

の
取
扱

い
に

つ
い
て
も

確
認
し
ま
す
。

事
業

の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き

る
資
産
の
う
ち

一
定

の
も

の
を

「
償

却
資
産
」
と

い
い
ま
す
。
償
却
資
産

は
、
固
定
資
産
税
の
課
税

の
対
象
に

な
り
、
償
却
資
産
を
所
有
し
て
い
る

者
は
償
却
資
産
中
告
を
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

取
得
価
額
が
１０
万
円
未
満
の
資
産

の
う
ち

一
時
に
損
金
算
入
し
た
も
の

や
、　
一
括
償
却
資
産

の
損
金
算
入
制

度
の
適
用
を
受
け
た
資
産
、　
一
定

の

リ
ー
ス
資
産
に

つ
い
て
は
、
償
却
資

産
の
申
告
対
象
か
ら
除
か
れ
ま
す
。

一
方
、
中
小
企
業
者
等

の
少
額
減

価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算

入
の
特
例
を
適
用
し
て
損
金
算
入
し

た
資
産
や
、
少
額
で
あ

っ
て
も
個
別

に
減
価
償
却
を
す
る
こ
と
を
選
択
し

た
資
産
に

つ
い
て
は
、
償
却
資
産
申

告
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

表 減価償却資産について選択できる制度のまとめ 【令和 8年 4月 1日 ～令和 11年 3月 31日取得】

※ 取得価額が 10万円以上 40万円未満の資産について、合計 300万円まで即時償却
令和 8年 3月 31日以前に取得した資産は、取得価額 10万円以上 30万円未満のものが対象
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10月 号 -2
3--10月 号

少
額
の
減
価
償
却
資
産
等
の

損
金
算
入
の
取
扱
い

固
定
資
産
税

（償
却
資
産
）

取得価額 10万円未満
10万円以上
20万円未満

20万 円以上
40万円未満

40万円以上

中小企業者等

◎減価償却
(1)員日日寺程董去日
(2)3年償却

◎減価償却

(2)3年償却
(3)R日日寺4董去日

(サイ)

◎減価償却

(3涅日日寺償去P(X)

◎減価償却

中小盗業者等以外
◎減価償却
(1)員Π回寺t貴去日
(2)3年 償却

◎減価償却

(2)3年償却

◎減価償却


